
































































































































































































































































































































































満」147人（40.9%）、「12～24万 円 未 満」122人（34.0%）、「24万 円 以 上」45人
（12.5%）。「6～12万円未満」が4割、「12～24万円未満」が3割である。なお、10万
円が多く、139人（38.7%）であった。
　月々の介護費用がかかる期間は、「6年未満」87人（24.7%）、「6～12年未満」197
人（56.0%）、「12年以上」68人（19.3%）。「6～12年」が6割近いが、10年が多く、
192人（54.5%）である。
　介護費用へのそなえの不安感は「大丈夫」24人（5.4%）、「たぶん大丈夫」112人
（25.1%）、「少し不安である」178人（39.8%）、「非常に不安である」133人（29.8%）。
「大丈夫」と「たぶん大丈夫」を合わせて3割である。
　世帯収入別に見ると、世帯収入が多いほど不安が少なくなる傾向が見られるが、
効果量が小さく違いは少ない（x2=34.63、df=12、p<0.01、Cramer’s V=0.17、1-
β=0.34、残差分析で「200万円未満」で「非常に不安である」が多くなっている
p<0.01、「200万円未満」で「たぶん大丈夫」が少なくp<0.01、「非常に不安であ
る」が多くなっているp<0.05、「500万円以上」で「たぶん大丈夫」が多くなって
いるp<0.01）【図表2.10】。
　生命保険の加入別に見ても差は見られない【図表2.11】。
　介護費用へのそなえとして期待しているものは420人の複数回答で、「所定の要
介護状態となったときに年金や一時金などが受け取れる介護保険や介護特約」8人
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（1.9%）、「介護保険や介護特約以外の生命保険」56人（13.3%）、「個人年金保険」
18人（4.3%）、「損害保険の介護費用保険」9人（2.1%）、「損害保険会社の年金払積
立傷害保険」0人（0.0%）、「預貯金、貸付信託、金銭信託」222人（52.9%）、「有価
証券（株式、公社債、金融債、投資信託など）」68人（16.2%）、「不動産70人（16.7%）、
「その他」12人（2.8%）、「期待しているものはない」138人（32.9%）。預貯金等が
半数である。「期待しているものはない」が3割ある。
　世帯年収別に見ると、「所定の要介護状態となったときに年金や一時金などが
受け取れる介護保険や介護特約」、「介護保険や介護特約以外の生命保険」は差が
見られない。「個人年金」は世帯年収が高い人で多くなっているが、効果量は小さ
くあまり違いはない（x2=11.18、df=4、p<0.05、Cramer’s V=0.18、1-β=0.81、
残差分析で「500万円以上」で多くなっているp<0.01）。「預貯金、貸付信託、金銭
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信託」は世帯収入が低い人で少なくなっている（x2=22.41、df=4、p<0.01、Cramer’
s V=0.24、1-β=0.92、残差分析で「200万円未満」で少なくなっているp<0.01）。
「有価証券（株式、公社債、金融債、投資信託など）」は世帯所得が高いほど多く
なっている（x2=26.90、df=4、p<0.01、Cramer’s V=0.27、1-β=0.96、残差分析
で「200万円未満」で少なくp<0.05、「500万円以上」で多くなっているp<0.01）。「不
動産」は世帯所得が高いほど多くなっているが、効果量は小さく違いはわずかで
ある（x2=18.59、df=4、p<0.01、Cramer’s V=0.22、1-β=0.85、残差分析で「200
～300万円未満」で少なくp<0.05、「500万円以上」で多くなっているp<0.01）。「期
待しているものはない」は世帯所得が高いほど少なくなっている（x2=27.25、df=4、
p<0.01、Cramer’s V=0.27、1-β=0.98、残差分析で「200万円未満」で多くp<0.01、
「400～500万円未満」、「500万円以上」で少なくなっている、いずれもp<0.05）【図
表2.12】。
　生命保険の加入別に見ると、未加入者で「所定の要介護状態となったときに年
金や一時金などが受け取れる介護保険や介護特約」、「介護保険や介護特約以外の
生命保険」、「個人年金」がないのは当然として、「期待しているものはない」が多
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くなっている。ただし、効果量が少なく違いはあまりない（x2=10.09、df=1、
p<0.01、φ=0.16、1-β=0.76）【図表2.13】。
　（５）介護経験者の介護費用
　過去3年以内に高齢で要介護状態（寝たきりや認知症など）になった家族や親族
の介護をした人は431人中74人（17.2%）である。
　介護をした相手は配偶者37人、自分の親19人、配偶者の親14人、それ以外の親
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族4人である。
　介護期間は「1年未満」8人、「1～2年」19人、「3～5年」22人、「6～10年」14人、
「11年以上」7人。
　介護の場所は「自分の家（自宅）」43人、「親や親族の家」6人、「国や県などの
公的な介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）や介護老人保健施設など」9人、
「民間の有料老人ホームや介護サービス付き住宅など」7人、「病院」7人。
　直近の要介護度は「要支援1」4人、「要支援2」7人、「要介護1」4人、「要介護2」
14人、「要介護3」13人、「要介護4」10人、「要介護5」12人、「未申請」7人。
　介護場所が「自宅の家（自宅）」である人の介護費用は、住宅改造や介護ベッド
の購入など一時的にかかった費用のこれまでの合計額は「0円」11人、「15万円未
満」5人、「15～50万円未満」4人、「50～100万円未満」7人、「100～150万円未満」
4人、「150～300万円未満」4人、「300万円以上」1人。前述の「夫婦のいずれかが
要介護状態（寝たきりや認知症など）になった場合に、住宅改造や介護用品購入
などの初期費用としていくらくらい必要だと思うか」と比較すると、予測では100
万円が3割であった。実際は「0円」から「300万円以上」まで様々である。
　月々の介護費用は「2万円未満」13人、「2～6万円未満」16人、「6～12万円未満」
4人、「12万円以上」2人。前述の「夫婦のいずれかが要介護状態（寝たきりや認知
症）などになった場合、月々いくらくらい必要だと思うか」と比較すると、予測
では10万円が4割であったが、実際はより少なくなっている。
　2. 6　まとめ
　（１）生命保険の普及
　3/4が何らかの生命保険に加入している。生命保険は世帯主が70歳以上の高齢
者世帯に普及している。「それ以外の民間保険」、つまり、かんぽ生命、郵便局の
簡易保険、JAの生命共済、生協や全労済の生命共済以外の民間の生命保険が中心
である。
　最近の新規契約から見ると、販売先の半数は生命保険会社の営業職員であり、
ネット販売は使われていない。世帯主が70歳以上の高齢者世帯において、生命保
険会社の営業職員が経済的な生活設計に一定の役割を果たしているようである。
　ただし、個人年金の加入は1割である。生命保険会社との関わりはおおむね生
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命保険に限られている。
　（２）生命保険による高齢者の生活保障の状況
　70歳以上の高齢者世帯において、医療費のそなえとして期待しているものを見
ると、「入院給付金が受け取れる生命保険や特約」は4割であり、預貯金等の方が
高くなっている。ただし、預貯金等への期待は世帯収入が高い人で多く、「入院給
付金が受け取れる生命保険や特約」は世帯収入の高くない人にも期待できるもの
になっている。
　加えて、医療費のそなえについての不安感を見ると、生命保険の加入は世帯年
収が中程度の人の不安を軽減している。預貯金等と合わせて安心感を与えるもの
になっているようである。
　次に、生活資金のそなえとして期待しているものを見ると「生命保険」は2割に
すぎない。生活資金のそなえとして期待しているものは預貯金等が中心になって
いる。
　「個人年金」は世帯主が70歳以上の高齢者世帯に普及していないことも手伝って
期待されていない。また、「個人年金」への期待は、預貯金と同じく世帯収入が高
い人でわずかに多く、世帯収入の高くない人が期待できるものになっていない。
　生活資金のそなえについての不安感を見ると、生命保険の加入によって差が見
られず、生命保険は生活資金について不安感を軽減するものになっていない。
　さらに介護費用のそなえとして期待しているものを見ると、「介護保険や介護
特約」は数%にすぎず、「介護保険や介護特約以外の生命保険」も1割であり、預
貯金等が中心である。
　このため介護費用のそなえについての不安感を見ると、生命保険の加入によっ
て差が見られず、生命保険は介護費用について不安感を軽減するものになってい
ない。
　ただし、介護費用については、高齢者の推測と、実際にかかる費用にへだたり
があり、実情が把握されているわけではない。介護費用と合わせて、生命保険会
社の営業職員等に丁寧な説明と相談対応を期待したい。
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　（３）生命保険の未加入者への対応
　生命保険に加入していない人の理由は、健康上の理由や年齢制限に加えて、経
済的余裕のなさである。世帯主が70歳以上の高齢者世帯において、生命保険の加
入者の多くは現在も保険料を支払っており、年間に世帯で20万円前後が多い。生
命保険の加入には一定の経済的負担が伴う。
　世帯所得の少ない層で未加入者がやや多いが、違いはわずかであある。低所得
者に限らず、70歳以上を超えて保険料を支払い続けることに対して一定の支援が
求められる。
　二次分析にあたり、東京大学社会科学研究所附属社会調査・データアーカイブ
研究センターSSJデータアーカイブから〔「生命保険に関する全国実態調査、2015」
（生命保険文化センター）〕の個票データの提供を受けました。
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